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　千歳市の暮らしに関する総合評価について、中学生は「とても良い」と「どちらかといえば良い」が
ほぼ同率で約４割ずつを占めています。一方、高校生は「どちらかといえば良い」が約半数（49.0％）、
大学生は「どちらかといえば良い」が４割弱（38.2％）でそれぞれ最多となっており、「とても良い」と
「どちらかといえば良い」を合わせた割合は、低い年代ほど高くなっています。

　総合計画の策定に当たり、まちづくりの評価や意向を把握するため、市民や中学生・高校生・大学
生等を対象にアンケートを実施しました。

　無作為抽出した18歳以上の市民3,000人を対象として実施した市民アンケートでは、千歳市の「住
みごこち」については約８割が肯定的な評価であり、「定住意向」については７割以上が今の場所に住
み続けたいと評価しています。

　千歳市の住みごこちについては、「どちらか
といえば住み良い」が49.0％で最も多く、次に
「住み良い」が28.4％で続きます。この２つを合
わせると77.4％となり、約８割が『住みごこちが
良い』と評価しています。

　市民の定住意向については、「今の場所に住
み続けたい」が71.6％で最も多くなっています
が、「市内の別の場所に移りたい」や「市外に移
りたい」という回答がそれぞれ１割前後を占め
ており、その理由として、買い物の不便さのほ
か医療や福祉面への不安などをあげています。

1.市民アンケート

2.中高生・大学生アンケート

市民の評価と意向3
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1つだけ選択〈千歳市での暮らしに関する総合評価〉
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　大正15年（1926年）、当時の千歳村民が総出で原野に一本の着陸場を造り、小樽新聞社（現 北海
道新聞社）所有の「北海」第１号が着陸しました。千歳における空港の始まりです。
　このことを原点として、千歳市民には、事に当たっては一致団結するという開拓精神がまちづくりの
根底に脈々と流れています。
　このような千歳の発展の歴史や、先人が時を重ねて守り続けてきた貴重な財産、また、支笏湖をはじ
めとする豊かな自然を、かけがえのない子どもたちの未来へ確実に受け継いでいく必要があります。
　近年は、国際化や情報化の進展に加え、ライフスタイルの多様化など、社会情勢の変化が極めて速
く、日々の変化に敏感に対応する必要があります。
　また、豊かな自然環境や豊富で良質な水、北海道内にとどまらず世界に通じる良好なアクセス性な
ど、千歳市が持つ特性や資源、優位性を最大限に生かし、まちの魅力や利便性をさらに高めるととも
に、積極的な情報発信に努め、まちの勢いを一層加速させることが重要となっています。

　「まちの活力、発展の原動力は“人”」です。

　人口の増加を維持し、目標に向かって市民や企業、行政が一体となって取り組むことは、活発な市
民活動や企業活動を生み、そのことがさらなるまちの活力となり、これから活躍する人たちが将来に
夢を持てるような新しい魅力を創ります。
　このことから、引き続きまちの勢いを持続し、このまちに暮らす市民がお互い支え合い「幸せ」を感
じ、「住みやすい」、「住んで良かった」と思える、活力あるまちづくりを推進します。

　本計画においては、将来にわたり人口増加が続く活気あふれるまちづくりに向け、次の時代を担う
若い世代の方々の様々な意見や、国際都市として多様な価値観を受け入れながら、市民の誇りである
新千歳空港や支笏湖及び周辺の山々、また、豊富で澄んだ水が流れる千歳川や内別川など、変わるこ
とのない千歳らしさを保ちつつ、全ての市民にとって住み良く、安全で安心できる魅力的なまちとし
ていくことを基本理念とします。

　基本理念に基づき、人口増加が続く活気あふれるまちづくりを目指す千歳市の将来都市像を次の
とおりとします。

将来都市像2

人口の増加を維持し、多彩
な市民や企業、団体、行政
が互いにつながり支え合い
ながら、人と活力、魅力があ
ふれる“幸せを感じるまち”

まちの勢いを持続し、人や
企業が新千歳空港を通じて
世界とつながり、国籍を問
わず多様な人・価値観を受
け入れる“開かれたまち”

村民の手によって造られた
一本の着陸場を原点とする
開拓精神や空港とともに歩
んできた歴史をまちの誇り
に、空港とともに成長・発展
し、人と物が活発に行き交
う“活力あふれるまち”

人をつなぐ 世界をつなぐ 空のまち

基本理念1
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● 千歳 市の人 口は 昭 和 3 3 年
（1958年）の市制施行以来順調
に増加を続けており、令和2年
（2020年）10月1日現在の人口
は、98,122人となっています。

人口の将来展望3

●年齢３区分別に人口の内訳を見
ると、年少人口（０～14歳）は減
少傾向、生産年齢人口（15～64
歳）は横ばいで推移しています。
また、65歳以上の老年人口は
年々増加傾向にあり、令和２年度
（2020年度）における高齢化率
は23.1％となっています。

【年齢３区分別人口の推移】

●千歳市の転入者及び転出者は、
それぞれ毎年、人口総数の約６％
にあたる5,000～6,000人で推
移しており、近年は増加傾向にあ
ります。

【転入・転出者数の推移】

千歳市の出生数は減少傾向にあ
り、令和元年（2019年）には10
年前と比べ約100人少ない812
人となっています。また、合計特
殊出生率※1も低下傾向にあり、平
成29年（2017年）に全国平均を
下回りましたが 、令 和 元 年
（2019年）には、再び全国平均を
上回る水準へ回復しています。

●

【合計特殊出生率の推移】

千歳市の人口
（2020年10月1日現在）

98,122人
　千歳市は、全国的に人口減少が進む中、人口増加を続け
る数少ないまちです。
　また、新千歳空港や支笏湖など多くの特性や優位性を有す
る発展の可能性に満ちたまちであり、今後も、空港の発展や
新たな企業の誘致、教育環境・住宅環境の充実等に取り組む
とともに、デジタル化のさらなる推進や、ＩＣＴを活用した新
しい働き方など多様なニーズへの積極的かつ柔軟な対応等
により、まちの魅力をさらに高めていくことが必要です。
　本計画では、人口増加が続く活気あふれるまちづくりに
向け、人口増加に特化した施策や事業を“人口戦略プロジェ
クト”と位置付け、転入超過数の維持や出生数の回復などに
戦略的に取り組み、道央圏の中核都市として、さらなる「高
み」を目指すこととし、令和12年（2030年）における千歳市
の将来人口を10万人とします。

2030年
千歳市の将来人口10万人

方向性1

方向性2

方向性3

雇用の創出や教育環境、住宅環境の充実等に取り組み、“人口の定着、転入者の増加”を目指します。

結婚や出産、子育てに関する希望をかなえる環境づくりに取り組み、“出生数の回復”を目指します。

千歳市が持つ多くの観光資源や地理的優位性※2などを生かして“交流人口※3の拡大”や“関係人
口※4の創出”を目指します。

H2
0

70,000

80,000

90,000

100,000
（人）

H12 H22 R2 R12（年）

転入者数

H元
5,000

5,500

6,000

6,500

7,000

7,500
（人）

H6

転出者数

H11 H16 H21 H26 R元（年）

100,000

（人）

50,000

0 0.0

20.0

40.0

80.0

100.0
（%）

98,122人

47,325人

60.0

S33 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 R2（年）

15～64歳

65歳

高齢化率

0～14歳

4.4% 5.3% 6.7% 9.0%
11.7%

14.7%
17.4%

20.9% 23.1%

1.千歳市の人口の現状

2.将来人口

3.目指す方向性

H元

2.0
（人）

1.0

1.5

H6 H11 H16 H21 H26 R元（年）

1.46

1.36

1.24

千歳市
北海道
全国

※1 合計特殊出生率：15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性が一生の間に生む子どもの数に相当する。
※2 地理的優位性：道路網や鉄道網、空港等が整備されるなど、地理的に優れていること。
※3 交流人口：地域外からの旅行者や短期滞在者のこと。
※4 関係人口：通勤・通学者や過去に観光等で来訪経験のある人、ふるさと納税の寄附者など、まちにゆかりのある人たちのこと。

用 語 解 説
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用 語 解 説
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農業地域

都市地域森林地域及び
自然公園地域

支笏湖

至岩見沢

千歳川
道道支笏湖公園線 至帯広

至苫小牧

至苫小牧

至苫小牧

JR千歳駅JR千歳線
道央自動車道

道東自動車道

JR石勝線

至札幌

至札幌

JR南千歳駅

JR新千歳空港駅
新千歳空港

337

36

276

453
16

※１ 都市地域：一体の都市として総合的に整備、開発及び保全する必要がある地域のこと。都市計画法により、都市計画区域に指定されている     
　　市街化区域や市街化調整区域などをいう。
※2 低未利用地：空き地、空き家となっているなど、周辺と比較して有効に活用されていない土地のこと。

　千歳市は、東西に細長い行政区域を持ち、東から西に向かい、生産性の高い「農業地域」、空港や鉄
道を中心に人口の９割以上が居住する「都市地域※１」、山岳、湖などの自然環境に恵まれた支笏洞爺
国立公園支笏湖地域をはじめ、広大な国有林等を主とする「森林地域」及び「自然公園地域」で構成さ
れています。
　また、千歳市の特徴として市街地の東・西・南の三方に防衛施設が位置しているとともに、国・公有
地が総面積の約75％を占めるなど、土地利用に制限があります。
　近年の経済等のグローバル化、地球環境問題の進行や少子高齢化・人口減少等を背景に、持続可
能なまちの発展を目指すためには、自然環境の保全を図りつつ、有効かつ適切な土地利用を進めてい
くことが重要です。
　このことから、土地利用の基本方向を次のとおりとします。

土地利用の基本方針5

方向性1
環境と経済の調和を基本とし、市民が生き生きと暮らし、各種産業が展開できる社会の実現を
目指し、地域の特性などを十分に踏まえながら、都市地域・農業地域・森林地域及び自然公園地
域ごとに適正な土地利用を図ります。

方向性2 自然環境の保全を図りつつ、市民の生命及び財産を災害から守り、安全で安心な生活を確保す
るための都市基盤の整備について、総合的かつ計画的に進めます。

方向性3 将来の人口減少社会に備えて、既存施設や低未利用地※２などの有効活用を基本とし、成熟した
都市形成を推進します。

1.土地利用の基本方向

※1 激甚化：その規模が特に甚大であり国民生活に著しい影響を与える事態となること。
※2 交通の要衝：新千歳空港をはじめ、ＪＲ鉄道、高速道路、国道などが結節し、交通面で重要な場所となっていること。

国土強靭化の推進4
　我が国は、その国土の地理的・地形的・気象的な特性から、これまで数多くの災害に見舞われてきま
した。近年では、気候変動の影響から、大型台風の発生や局所的な短時間豪雨等による被害が頻発・
激甚化※1しており、各地で甚大な被害が発生しています。また、大地震や火山噴火等の大災害もこれま
で多く発生しており、平成23年（2011年）に発生した東日本大震災では、未曽有の大災害を経験し、事
前防災・減災と迅速な復旧復興に資する施策の総合的・計画的な実施が重要になりました。
　この教訓を踏まえ、国は平成25年（2013年）６月、「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防
災・減災等に資する国土強靭化基本法」を制定しました。
　また、この法律に基づき、平成26年（2014年）６月に策定した「国土強靭化基本計画」では、「人命の
保護」、「国家・社会の重要な機能が致命的な障害を受けず維持される」、「国民の財産及び公共施設に
係る被害の最小化」、「迅速な復旧復興」を基本目標とし、「強さ」と「しなやかさ」を持った安全・安心
な国土・地域・経済社会の構築に向けた「国土強靭化」（ナショナル・レジリエンス）を推進することとし
ています。
　一方、千歳市においても、台風による大規模な倒木や土砂崩れ、地震による市内全域の長時間停電
（ブラックアウト）など、これまで想定していなかった事態が発生しています。さらに、支笏湖周辺には
活火山である樽前山と恵庭岳が存在し、中でも樽前山は、現在も噴気活動を続けており、注意が必要
であるほか、市街地中央部には千歳川をはじめとする複数の河川が流れていることから、浸水等の発
生にも備える必要があります。
　また、国内外の航空路線が就航する新千歳空港を有し、道内各地の主要都市を結ぶ鉄道や高速道
路網が整備され、北海道における交通の要衝※2となっている千歳市では、今後も災害等による様々な
被害により、市民生活や社会・経済活動に多大な影響が及ぶことが想定されます。
　このことから千歳市においても、国が策定した国土強靱化基本計画と整合を図りながら、地域の特
性に合わせた国土強靭化の取組を推進します。
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　都市地域、農業地域、森林地域及び自然公園地域の土地利用の基本方向は、次のとおりとします。

●市街地については、将来の少子高齢化・人口減少に対応した、豊かで暮
　らしやすい都市形成を目指し、安全で快適な都市生活のために必要な
　都市機能の適正配置や既存施設・低未利用地などの有効活用、利便性
　の高い交通環境の確保を推進します。
●住宅系市街地については、無秩序な拡大を抑制することとし、低未利用
　地の有効活用を推進することを基本としますが、環境保全上の観点への
　配慮や農林業との十分な調整を図り、市街地整備の見通しが確実になっ
　た市街化調整区域について、市街化区域への編入を検討します。
●工業系市街地については、今後も企業誘致を推進し多様な産業の集積
　を目指し、低未利用地の有効活用を進めるほか、地域産業の活性化等を
　踏まえ、新千歳空港周辺の都市的土地利用の可能性について検討します。
●商業系市街地については、無秩序な拡大を抑制することとし、低未利用
　地の有効活用を推進することを基本とします。
●自然災害などに対する安全性を高めるとともに、地域の実情を考慮しな
　がら、災害に強い都市構造の形成を図ります。
●良好な都市景観の創出などにより、美しくゆとりある都市環境の形成を
　推進します。

●生産性が高く魅力ある農業経営を目指すため、土地改良や排水整備な
　ど優良農地の確保に努めます。
●農村における景観の維持・形成を図るとともに、適正な農用地利用に配
　慮しながら、地域資源の特性を生かした都市と農村の交流を促進する
　環境づくりに努めます。

●支笏洞爺国立公園に指定されている支笏湖及びその周辺地域について
　は、貴重な動植物、山岳、湖沼、景観などの優れた財産を保護するととも
　に、観光や自然体験・学習等の場として、環境との調和に努めながら計
　画的な利用に努めます。
●国有林をはじめとする原生的な森林や貴重な動植物が生息・生育する森
　林については、自然環境の維持と保全に努めます。
●国立公園以外の良好な自然を形成している地域については、将来にわたっ
　て市民がその恵みを享受できるよう、自然環境の適切な保全と調和を
　保った適切な利用に努めます。

2.地域類型別の土地利用の基本方向

第4章

まちづくりの
基本目標

都市地域

農業地域

森林地域及び自然公園地域
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